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、 。 、に一定率の酪農経営を存立させるために クォータ移動の範囲を制限している ところが
わが国で今年の計画生産から始まった指定生産者団体別の基礎目標数量の期中に見直しと
、 「 」 、有償調整 および 酪農経営体育成強化緊急対策事業 で実施する生産枠の個人売買共に
。 、その移動の範囲に地域的な制限がない 日本でクォータの売買移動に地域制限を設けると
殆ど移動量が発生しないとの考え方に立ってのことであろう。つまり、府県の都市酪農、





、 。 、とは言いながらも 相対的には北海道が大口の買い手に回るのは確かである その場合
この事業で府県の中山間地酪農の廃業が加速されていいとは考えられない。中山間地域に

































。 。 。る ３月中に売買が成立したら農協に報告する 農協は枠移動の報告を受けるだけである
















｜ ｜ 譲 渡 ｜ 譲 受 ｜県酪連｜
｜ ＋－－－＋－－－＋－－－－－＋－－－－＋－－＋－－－－－＋基 本｜
｜年度｜戸 数｜譲渡量｜最大・最小｜譲渡価格｜戸数｜最大・最小｜乳 価｜
｜ ｜ ｜（ﾄﾝ）｜(ﾄﾝ戸) ｜（円 )｜ ｜(ﾄﾝ戸) ｜ ｜/ /kg /
＋－－＋－－－＋－－－＋－－－－－＋－－－－＋－－＋－－－－－＋－－－＋
｜Ｓ ｜－ ｜ － ｜ － ｜ － ｜ －｜ － ｜ ｜62 105.51
｜ ｜１( )｜ ｜ ｜ ０ ｜ ６｜ ～ ｜ ｜63 - 165 165 17 42 104.70
5 841 10 265 10 30 32 9 100 102.62｜Ｈ１｜７( )｜ ｜ ～ ｜ ～ ｜ ｜ ～ ｜
｜
1 650 30 264 0 20 10 10 264 100.91｜ ２｜７( )｜ ｜ ～ ｜ ～ ｜ ｜ ～ ｜
｜
｜ ３｜－ ｜ － ｜ － ｜ － ｜ －｜ － ｜ ｜102.07
｜ ４｜－ ｜ － ｜ － ｜ － ｜ －｜ － ｜ ｜102.26
｜ ５｜５( )｜ ｜ ～ ｜ ～ ｜ ｜ ～ ｜ ｜2 1,140 30 735 1 20 18 10 300 100.26
｜ ６｜ ( )｜ ｜ ～ ｜ ～ ｜ ｜ ～ ｜ ｜15 7 1,966 20 431 0 25 48 14 310
＋－－＋－－－＋－－－＋－－－－－＋－－－－＋－－＋－－－－－＋－－－＋
｜累計｜ ( )｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜35 15 4,763 114
＋－－＋－－－＋－－－＋－－－－－＋－－－－＋－－＋－－－－－＋－－－＋
注－１）戸数欄のカッコ内は一部譲渡者数。




















































































「 」 。 、ーへの 出荷権 でなければならないことである どのような根拠で出荷を保証するのか
つまりどのような「営業権利」や「資産的価値 、そしてその保有や取引に関する規則や」
義務を条文化しておくべきである。この点で、ＥＵでは国は乳業者または生乳出荷組合に
クォータを割り当てる「購入者基準クォータ」を採用している。わが国の今年から始まっ
た２つの流動化事業には乳業者の関与の仕方が明確でないのが理解できない。
なお、個人生産枠の有償売買制度の導入が、北海道の本州飲用乳出荷の拡大努力を妨げ
る目的のものに利用されてはならない。今はまだ、南北対立の構図がくすぶっている。秩
序ある広域流通の体系の構築は急務である。
